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日本の原子力分野における国際競争力および産業基盤

かつては、世界トップクラスの技術力と高い国内調達率（90％以
上）を誇り、海外の大型原発プロジェクトにも重要部品を供給す
るグローバルな存在感があったが、

福島第一原発事故以降の長期停滞を経て、

・サプライチェーンを含めて、著しく低下・脆弱化し、
・原子力人材も枯渇し、

そして、

①国内供給網の脆弱化

②海外展開における他国との厳しい格差

二重の困難に直面している。



これまでに築いてきた国際的なネットワークを活用して海外展開

IETDSO（空本）の今年の海外展開

３月 ドイツ ベルリン訪問（ミュラー・ベルリン市長（前））

４月 在日ベトナム大使館訪問（駐日ヒエウ大使）・・・駐福岡総領事とも交流あり→

６月 インドネシア ジャカルタ訪問
（スギアルト内務副大臣および独ハイデンベルグ市長 他）

７月 ブルガリア ソフィア訪問（ラデフ首相 他）

７月 ベトナム ハノイ訪問（科学技術副大臣、教育訓練副大臣、
原子力研究所長、ベトナム国家大学学長）

８月 ウズベキスタン政府とオンライン会議

９月 駐日ベトナム福岡総領事館との連携

９月 インドネシア？？（ブルガリア副首相兼経済投資大臣に一部同行？）

１０月～１２月（予定）

ベトナム訪問、ブルガリア訪問、ドイツ訪問、ウズベキスタン訪問

なお、これら各国政府および大学他との会談は、IETDSO独自の外交ルートによるものである。



２．政府主導のブルガリアにおける原発開発

2026年7月9日～15日、ブルガリアの首都ソフィ
アの首相府でのラデフ首相との会談を皮切りに、
経済産業投資大臣、環境大臣、イノベーション・
デジタル変革大臣、教育科学副大臣、エネルギー
副大臣（電力系統運用機関責任者も同席）、原子
力規制庁次長との直接会談等をもった。

（ドイツ連邦経済開発協議会他によるアレンジ）



2.2 ブルガリアの新規原発建設とＳＭＲ開発

政府は、コズロドイ７・８号機（大型原子炉AP1000）の増設に加えて、SMRの導入検討も、長期的なエネルギー安全保障および脱
炭素戦略における重要な柱と位置付けている。

コズロドイの新炉プロジェクトは、「米国・WH社のAP1000技術」と「韓国・現代建設の建設能力」との合流したグローバルなサプラ
イチェーンで、両社間の知財トラブルを乗り越えて、進められている。

ただし、コンソーシアム体制を組んだものの、世界的なインフレや競合プロジェクトの先行事例を踏まえると、「巨額の建設コスト・資
金調達」と「工程・工期の遅延リスク」と言う非常に厳しい課題にも直面している。



さらに、7月10日および14日、ソフィア
工科大学およびソフィア大学をそれぞれ
訪問し、学長をはじめとする教授陣と今
後の人材育成や共同研究について議論
した。

バルカン半島におけるブルガリアの送電網と電力

ブルガリアの送電網は、バルカン半島地域において重要な役割を果たしています。特に、送電系統運用者ネットワーク（ENTSO-E）は、バ
ルカン半島地域の電力供給の安定性を確保するために、送電線への樹木接触なども含めて系統全体の安定性を脅かす状態を監視しています。 

ブルガリアの送電系統運用者ESOは、2033年までに新設される発電設備容量の90%を再エネが占めると予測しており、太陽光発電由来の容
量が特に期待されています。 

また、ブルガリアの電力系統に占めるバッテリーエネルギー貯蔵システム（ＢＥＳＳ）の割合が16％を超え、世界最大となったことが報告
されています。



今後の予定 
コズロドゥイ原子力発電所

の新しい原発建設プロジェク
トは、計画・設計手続き、規
制・承認、設計、投資判断、
建設、運転開始のステップで
進められます。

主要な準備作業や許認可関
連の活動は2026年に計画され、
2027年から2030年の期間には
技術設計、契約、インフラ準
備、建設開始に重点が置かれ
ます。

次の段階である2030年から
2036年の間には建設活動が想
定され、その後に運転開始と
ライセンス取得が行われます。



2.2 ブルガリアの新規原発建設とＳＭＲ開発（つづき）

一方、SMRに関しては民間・国営双方のスキームを通じて「最大6基程度のBWRX-300」または「複数モ
ジュールのNuScale炉」の配備に向けた調査・交渉が進んでいる。ただし、コスト高騰による経済的実現
性について疑念が残っている。
また、2007年にEU加盟し、本年2026年1月からユーロ移行し（3月末で完全移行）、そしてOECD加盟
国候補となっているが、SMRへの投資を行う場合、国家財政や財務負担が大きな課題となっている。

2.3 ブルガリアにおける我々（日本）の国際的な貢献

さらに、SMR開発を念頭に、原子力人材の育成および共同研究開発についても、政府および大学との会談
のなかで、今後強化されることが確認できた。特に、科学アカデミー（原子力研究所INRENE）や主要大学（ソ
フィア大学の物理学部原子力工学科、ソフィア工科大学電力工学部他）、そして国営の電力会社において、実践
的な高度人材の育成を図っていくことが確認できた。

ただし、かつて日本の主要大学に設置されていた原子力工学科・原子力工学専攻に相当するものまでには
至っていない模様である。しかし、VVERを複数基運用してきた実績があり、原発現場での知見は高いことが
確認できた。

さらに、チャイラ揚水発電（864MW）の復旧等における東芝による技術支援もあり、原子力における日本の
技術経験者の知見や経験が有意であることも確認した。



ベトナムとブルガリアは原子力エネルギー分野における協力を推進

2026年6月10日から12日にかけて、ベトナムのグエン・ティ・ミン・グ
エット駐ブルガリア大使は、ヴァルナで開催された年次国際会議「ブル
ガリアの原子力エネルギー 、国家、地域、そして世界のエネルギー安
全保障」の講演を行った。

ブルガリア原子力協会（BULATOM）の主催。ブルガリアおよび東南ヨーロッパ地域にお
ける権威ある専門フォーラムの一つ。原子力は、重要な基幹電源としての役割を果たし続
けている。そして、ブルガリアは長期的な国家エネルギー安全保障を確保するために原子
力発電開発への投資を継続する必要があると主張するとともに、小型モジュール炉
（SMR）技術の将来性にも言及しました。

ブルガリアのエネルギー副大臣は、エネルギー部門は地政学的不安定からデジタル化や人工知能の発展による電力需要の急増まで、ますま
す複雑な課題に直面していると強調した。

同副大臣は、ブルガリアは50年以上にわたる原子力発電開発の確固たる基盤を有しており、安定的で安全かつ競争力のあるエネルギー
供給を確保するために新たなプロジェクトを引き続き実施していくと述べた。同副大臣によれば、ブルガリアの原子力エネルギー戦略は、
エネルギー安全保障、経済効率、そして持続可能な開発目標のバランスを確保する必要がある。

グエン・ティ・ミン・グエット大使は「ベトナムの原子力エネルギー開発：エネルギー安全保障と国際協力のための戦略的ビジョ
ン」と題した論文を発表しました。大使は、ベトナムの高い経済成長と工業化・近代化の進展に伴い、今後数十年間、電力需要は急激
に増加し続けると予測されることを強調しました。開発ニーズに対応するため、ベトナムは多様でバランスの取れた持続可能なエネル
ギー構造を構築しており、その中で原子力エネルギーは、国家エネルギー安全保障を確保し、2050年までのネットゼロ排出目標達成を
支援する重要な解決策の一つとして位置づけられています。ベトナムは原子力発電計画に対し、慎重かつ責任ある姿勢で、原子力の安
全、保障、不拡散に関する国際基準を厳格に遵守して取り組んでいると述べた。ベトナムは、実績のある先進技術の研究と選定を優先
するとともに、制度の改善、人材育成、国家管理能力の強化、そして原子力安全文化の構築にも注力している。

大使は、コズロドゥイ原子力発電所の運営と専門人材育成におけるブルガリアの経験を高く評価し、専門家育成、科学研究、経営・
運営経験の共有、原子力安全の確保、エネルギー分野におけるデジタル技術の活用、先端原子力技術の研究といった分野における両国
間の協力強化を提案した。

また、大使は、パートナー間の連携強化と具体的な協力プロジェクトの推進を目的として、2026年末にベトナム・ブルガリア原子力
エネルギー協力フォーラムを開催するため、ブルガリアの機関、協会、企業と連携したいとの意向も表明した。



ファム・クアン・ヒエウ駐日大使閣下との面談（４月８日）

ヒエウ大使より以下の発言があった。

(1) ベトナム側からのニントゥアン原発計画

に対するリクエストとして

❶納期(2035年運開)

❷ファイナンス

を求めてきたが、日本政府からの撤退(2025/12)の
回答は不十分なのもので、納得できるものではない。

逆に、高市政権は、先日の訪米で、我が国よりも小型炉において米国との開発を先に表明された
ことに、遺憾である。

(2)原子力分野でのパートナー
ベトナム政府としては、まだ日本国を原子力分野でのパートナーと考えており、日本からのリ ソー

スの提供、特に、原子力人材の育成など、協力関係を深めて行くことができると考えている。

大使個人としては、日本との小型炉や次世代革新炉の開発展開において、今後の期待している。



高市早苗内閣総理大臣の訪越（５月２日）
• ラム共産党書記長兼国家主席との首脳会談

（H.E. Mr. To Lam, General Secretary of the Communist Party of Viet Nam and President of Viet Nam）

• フン首相との首脳会談
（H.E. Mr. Le Minh Hung, Prime Minister of Viet Nam）

• マン国会議長との会談
（H.E. Mr. Tran Thanh MAN, Chairman of the National Assembly of Viet Nam）
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https://www.viet-jo.com/

３．国家主導のベトナムにおける原子力開発

3.1 ベトナムの政府および大学との会談

７月20日～23日、ベトナムの首都ハノイにて、ベトナム原子力研究所長、科学技術副大臣、教育訓
練副大臣、ベトナム国家大学ハノイ校およびホーチミン校の学長他と会談。

ベトナム原子力研究所長
奈良林直名誉教授（北海道大学）
木倉宏成准教授（東京科学大学）他



会談にあったての、ベトナム側に対しての強いメッセージ

「我々日本は、約６０年前に、米国をお手本として、米国の原子力
技術をお手本として、まず原子力発電所を建設して運転保守して
きた。そして自らの力で自立して新たな原子力プラントを研究開
発して、自分たちの力で自立して、建設し、運転し、保守してきた。」

「今度は、ベトナムの若い皆さんが、日本をお手本として、自らの
力で、自立して、原子力プラントを建設して、運転して欲しい。そし
て、我々日本人がかつて味わったワクワク感をベトナムの若い技
術者の皆さんに是非とも味わって欲しい。」



3.5 ベトナム政府および国家大学からの要請
各種会談において、ベトナム政府および国家大学から以下の要請があった。

①原子力協力に係る日本（JAEA?）とベトナムとのMOUの再締結（2026年11月が期限）
②原子力に関する高度人材育成に対する協力（2000人規模）
③国家の基本政策であるSMR開発における共同研究
④日本の産学官との連携強化
⑤日本の学識経験者等（原子力エンジニアを含む）の招聘
⑥レアアースの精製・生産における協力
⑦重粒子線治療に必要な加速器開発および医療研究
⑧その他の再生エネルギー開発の協力（水素エネルギーほか）



3.2 ベトナムにおける原発建設の動向

ベトナムの原子力発電導入計画は、過去の「白紙撤回（凍結）」を経て、脱炭素（2050年ネットゼロ）と半導体などの先端
産業の育成を支える「ベースロード電源」として再評価され、国家の最重要エネルギー戦略として大きく再始動している。

（１）凍結から大転換の「計画再開」
ベトナムは2010年代に東南アジア初の原発導入を目指し、ロシアや日本と協力を進めていた。しかし、東日本大震災後の安全基準見直しや財政

難を理由に、2016年に国会で計画の凍結（白紙化）が決議された。その後、急激な経済成長に伴う需要増や大規模停電、半導体・AI産業誘致のた
めのクリーン電力需要の高まりを受け、ベトナム国会は2024年11月に原子力発電計画の再開を正式承認した。

（２）再開計画の全体像と規模
中南部のニントゥアン（Ninh Thuan）省を拠点とし、主に以下の2プロジェクトが主軸となっている。
①ニントゥアン第1原発: 出力約2,000MW（2基想定）
②ニントゥアン第2原発: 出力約2,000MW（2基想定）
首相主導のもと、ベトナム電力公社（EVN）やベトナム国営石油ガスグループ（Petrovietnam）が事業主体として指定され、2030年代初頭の

稼働を目指して準備が進められている。

（３）国際協力の枠組み（パートナー国）
かつて枠組みを作っていたロシアや日本を中心に、韓国などの参入を視野に入れた交渉・協議が急速に再開されてきた。
その結果、第1原発（2基）は旧パートナーのロシア（Rosatom社）が最有力となり、政府間協定の再調整や技術支援、人材育成などで主要な位置

を占めている。

一方、第2原発については、当初、日本勢が有力であったが、2025年12月に伊藤直樹駐ベトナム大使が、ベトナム政府が提示した「2035年ま
での稼働」を受けて、「日本側は『ニントゥアン２』プロジェクトを実施する立場にない」と大規模な原子力発電所建設計画からの撤退を表明したこと
から、韓国勢（KEPCOを中心としたチームコリア）が、UAEのハラカ原発で実績を上げたAPR1400などを武器に、金融支援パッケージとセット
で積極的な受注活動を展開している。特に、ポーランドやチェコでの実績を背景に、原子力・電力市場での国際的な協力強化に積極的なアプロー
チをかけている。



ベトナムが原子力発電の国家戦略を正式決定

―2035年にニントゥアン原発2基稼働、2050年に電力の6～8%を原子力で賄う計画―

ベトナム政府は2026年3月16日付の首相決
定第438号により、「2035年までの平和目的
の原子力エネルギー開発・応用戦略（2050年
ビジョン）」を正式に承認した。

グエン・チー・ズン（Nguyễn Chí Dũng）
副首相が署名したこの戦略は、原子力を国家
の重要な経済・技術分野に位置付け、2050年
までに温室効果ガスの実質排出ゼロ（ネット
ゼロ）を実現するという国際公約の達成にも
寄与する包括的な青写真である。



3.3 ベトナムにおけるＳＭＲ開発の動向

ベトナム政府は、ニントゥアン第1・第2原発の再開検討と並行して、SMRの導入および国際的な共同開
発・調査にも強い関心を示している。

（１）送電網と需要の多様化に対応するＳＭＲへの期待

ベトナムは国土が南北に長く、地域ごとの電力需給ギャップや送電網の容量不足が課題となっている。大
型炉に比べて初期投資を抑えられ、段階的な増設や産業団地（半導体・AIデータセンター等）への近接配置
が可能なSMRは、次世代電力網の解決策として急浮上している。

（２）米国・韓国・欧州との共同開発・協力

米貿易開発庁（USTDA）や米国企業（NuScale Powerなど）との間で、ベトナムでのSMRフィジビリ
ティスタディや技術・安全協定が推進されてきた。

さらに、韓国（KHNP他）は、SMART炉やi-SMR（韓国型SMR）の東南アジア展開を見据え、ベトナムを
主要パートナーとして共同プロジェクトや技術移転の協議を提案している。



3.4 原子力人材育成の強化

2016年の計画凍結により、ベトナム国内では原子力分野の研究・教育基盤が停滞し、高度人材の育成も停止していたため、運転員・技術者・規制当局
の人員（数千名規模）のトレーニングが急務となっており、「専門人材不足」が最大の課題となっている。
ここで、ベトナムの今後の原子力戦略は、「大型炉による安定したベースロード電源の確保」と「SMR導入に向けた実証・共同検討」を柱とし、法規制・

安全基準の整備、すなわち、国際原子力機関（IAEA）のガイドラインに沿った原子力安全規制体制の再構築を念頭に、これらを支える「海外技術先進国・
大学機関と連携した急速な人材育成」が三位一体となって進められていくこととなる。
教育訓練省での会談において副大臣より原子力の高度人材として2000人（学士1000人、修士・博士1000人）の育成を行うとの具体的な発言もあ

った。

なお、2024年末の原発再開決定に伴い、国家を挙げた急速な人材育成プログラムが再起動している。

（１）IAEAとの国際教育協力

（２）各国との国際教育協力

（３）日本との国際教育協力
これまで東京工業大学（現在の東京科学大学）の木倉宏成准教授や奈良林直特任教授（北大・名誉教授）が中心となり、ベトナムからの留学生を受

け入れ、ベトナム原子力研究所に博士号を有する卒業生を輩出してきた。
また、原子力分野ではないが、広島大学ではベトナムからの修士課程および博士課程の留学生を多く受け入れてきた。さらに2026年5月の高市首

相の訪越にあたっては、広島大学とハノイ工科大学との科学技術協力を通じたAI分野における日越共同研究プロジェクトが採択発表されている。
しかし、上述の通り、ロシアや韓国に比べて、人的な交流が不足していることは否めない。

（４）IETDSOのアプローチ



韓国とベトナムが協力覚書12件締結 原発建設やインフラ整備 2026.04.22 21:23 https://jp.yna.co.kr/

【ハノイ聯合ニュース】

韓国の李在明（イ・ジェミョン）大統領とベトナム最高指導者のトー・ラム共産党書記長（国家主席）
によるハノイでの首脳会談に合わせ、両国は22日（現地時間）、原子力発電所の建設を含む幅広い分野で
の協力強化に向け、12件の了解覚書（MOU）を締結した。

エネルギー分野では、韓国電力公社などがベトナム側と原発開発の可能性検討や金融協力に関するMOU
を締結。ベトナムでの原発建設などに向けたリスク分析や情報交換を加速させる。

また両国政府は「電力インフラ分野協力MOU」を通じて、
再生可能エネルギー普及の基盤となるインフラの整備や送電
網の近代化などで協力することを確認した。

先端産業分野では「デジタル協力MOU」を締結。人工知能
（AI）やサイバーセキュリティー、デジタルトランスフォー
メーション（DX）分野での交流を拡大する。

「知的財産分野深化協力MOU」
「食品・医薬品・化粧品・医療機器の安全性協力に関するMOU」
「警護・安全分野の協力に関するMOU」 を締結。



https://www.vietnam.vn/ 08/07/2025

原子力発電開発：人材育成による基盤構築

GD&TĐ - 原子力発電の人材育成計画を承認するという決定は、現代のエネルギー技術への回帰の機会を開
くものです。

従業員は3,900人必要
「2035年までの原子力発電開発を支える人材育成プロジェクト」では、関連分野の大学卒業生を優先的に高度な研修に

派遣するとともに、国内の教育機関から1年生と2年生を選抜して海外留学させる。研修生は全員、ニントゥアン1号機とニ
ントゥアン2号機の原子力発電所で一定期間勤務することが義務付けられている。

首相は先日、決定1020/QD-TTgを発令し、「2035年までの原子力発電開発を支える人材育成プロジェクト」を承認しま
した。これは、国家のエネルギー安全保障を確保において、原子力発電計画を支える人材の育成と開発は最優先事項。

本プロジェクトの重要な特徴の一つは、国内研修と海外研修を組み合わせた研修方法の多様化政策です。これは、ニン
トゥアン1号機とニントゥアン2号機という2つの主要原子力発電所の建設および運転開始期限に間に合うよう、十分な人材
を確保することを目的としています。

2030年までに、大学・短期大学卒業者計3,900人を育成する計画で、そのうち670人は海外研修に派遣されます。
2031年から2035年にかけては、全国のすべての原子力発電所の実務ニーズに対応するため、研修と専門能力開発をさら

に拡大していく予定です。

これらの目標を実現するため、 首相の決定では、関係省庁および機関に対し、特別な優遇措置および政策を策定し、公
布のために提出することを求めている。この政策は、原子力発電開発計画に参加する教員、学生、労働者、および研修機関
に適用される。

https://www.vietnam.vn/


・重要鉱物分野における戦略

22



政府との情報交換会

2026年8月18日（火）
10時～11時30分

衆議院・第一議員会館
資源エネルギー庁（経産省外局）
経済産業省
文部科学省
原子力規制庁

IETDSO（国際エネルギー＆テクノロジー開発支援機構）

奈良林直（上級技術顧問予定、北海道大学名誉教授）
木倉宏成（上級技術顧問予定、東京科学大学准教授）
空本誠喜（理事長、前衆議院議員）
金子洋一（経済金融アドバイザー、元参議院議員、経済企画庁出身）
豊崎禎久（先端技術アドバイザー、MCSCC理事長）



【議題・項目】
１ 原子力人材の育成【文科省、規制庁、（エネ庁、外務省）】
①高度人材育成（ベトナムの場合、約2000人）のベトナムと日本の両国での共同育成
②ベトナムからの留学生（修士・博士）の受け入れ支援
③ JAEAとベトナムのMOUの再締結（2026年11月期限）
④ブルガリアとの国際人材育成（かつて、東欧諸国からの東大などへの留学生がいたが？）
⑤原子力規制に関わる教育【規制庁】

２．ＳＭＲの共同研究開発【文科省、エネ庁、（規制庁、外務省）】
 ①ベトナム・ブルガリアとの共同開発

ただし、日本では100万ｋW級の原子炉が経済合理性から妥当と考えますが、研究開発は国際人材
育成の観点から進めるべきと考えます。
なお、別紙の通り、日本保全学会のＳＭＲセッションにて、各国からの要請内容を発表いたします。

②日米韓のＳＭＲ覚書（2026.7）にかかる今後の動き。外務省のみでの締結（エネ庁は事前通知のみ）

３．原子力協力での法律上の制約【エネ庁、経産省】
両国へのアドバイザーとしての

①今後の両国での教育・研究活動における特定秘密保護法、重要経済安保情報保護活用法、不正競争
防止法などの法令上の制約について（機密漏洩対策、スパイ防止対策）
②ベトナムとの原子力協定や協力覚書の締結での支援可能な範囲について

４．ベトナムとのレアアース開発について【エネ庁】



ベトナム主要3大学における原子力工学科
設立基本計画書（IETDSOからの仮案）

【具体的取組み】
① ベトナム国家大学およびハノイ工科大学における原子力工学科の設立
② ベトナムへの原子力にかかる学識経験者および技術者の派遣
③ ベトナム原子力研究所および各主要大学を中心としたSMR共同研究開発

学位区分
Ngành học

育成目標人数
Số lượng sinh viên
tốt nghiệp mục tiêu

主な想定進路・果たすべき役割
Các hướng đi và vai trò nghề nghiệp chính dự kiến

学士 (Bachelor) 1,000名プラント運転・保守・管理、施工、現場放射線管理、基幹エンジニア

修士 (Master) 800名プラント設計、安全解析・シミュレーション、規制庁・検査機関、高度技
術職

博士 (Doctor) 200名大学教員（ベトナム人教員への主導権委譲）、国立研究機関の研究員、政
策・国際交渉

合計 2,000名ベトナムの原子力自立化および安全運用を支える中核基盤

10年間・学位別育成目標（案）

Mục tiêu đào tạo 10 năm theo từng bậc học



【大学院・講座】・・・原子力高度人材の育成
・・・原子炉主任技術者、核燃料取扱主任技術者、放射線取扱主任技術者・電気主任技術者の養成

１．先端科学講座: 核融合、加速器（重粒子線治療のための開発を含む）、ＭＲＩ（核磁気共鳴）など

２．放射線計測学講座: 放射線物理、放射線検出器の開発、信号処理、モニタリング、電気計装、

３．原子炉工学講座: 炉物理、核設計、プラント系統設計、安全保護系

４．電力工学講座: 発電、送電、変電、電力系統

５．原子炉熱工学講座: 熱流動、シビアアクシデント解析、振動工学（機械系共振）

６．原子炉材料学講座: 被覆管材料、照射健全性評価、経年劣化対策、非破壊検査

７．核燃料工学講座: 燃料棒・集合体設計、照射挙動解析、燃料健全性管理、資源環境循環（ﾚｱｱｰｽ）

８．原子力化学工学講座: プラント水質管理、除染技術、放射性廃棄物処理、核燃料サイクル

９．原子力構造工学講座: 耐震・構造健全性評価（建設・土木）、圧力容器・配管設計

１０．応用放射線化学講座: 材料改質、放射線化学分析、環境モニタリング

１１．放射線健康管理・放射線防護講座: 保健物理、遮蔽計算、ALARA原則、個人被ばく管理

【高等専門学校・専攻】・・・熟練技能人材の育成

①溶接工、②鉄筋工、③電気工事士、③高圧、④、⑤、⑥、⑦



４．おわりに

日本の原子力分野における国際的なプレゼンスは、米国・韓国・ロシアをはじめとする国々の戦略的な海外展開か
ら、急落の一途を辿っている。

そして、日本の多くの技術力も海外に流出して、日本の若者自身が研鑽を必要とする技術から逃避して、技術を磨
こうとは努力しなくなってしまった。

ベトナムの知人から、「ベトナム人の技術力は非常に高くなった。特に、外国人技能実習制度で、溶接などの技術を
身につけた技術者は、非常に熟練した技術者が多くベトナムに帰国している。だから、ベトナムの資格制度はまだま
だ不十分だけど、日本の資格制度で鍛えられた技術者は非常に高いものを持っている。もはや、日本の高い技術力
は過信である」と。ただし、「熟練したベトナムの技術者の問題点は、（風土・国民性による）上手くなったことによる
手抜きではないか」と。

一方、まだまだ、ベトナムにおいては、日本製品に対する憧れは残っている。また、ブルガリアの揚水発電所の復旧
対策等に対しても日本メーカに対する熱い期待が残っている。
原子力開発、特に原子力分野での国際貢献において、日本の役割は残っている。これまで築き上げてきた研究開

発から設計建設、そして保守に至るまでの技術の蓄積が残っている。
ただし、原子力開発を担ってきた世代は高齢化している。特に、トラブルシューティングを経験してきた技術者は

限られてきている。

残すところ2030年までが、日本の原子力再興の最後のチャンスではないか。その一つの舞台としてSMR開発が
ある。そのために開発途上であるSMRにおいては、総合工学たる原子力工学を学べる環境整備が必要である。


	スライド 1: SMＲに於ける国際貢献のあり方  How to Contribute Internationally in SMR Development 
	スライド 2: 日本の原子力分野における国際競争力および産業基盤
	スライド 3: これまでに築いてきた国際的なネットワークを活用して海外展開
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10: ファム・クアン・ヒエウ駐日大使閣下との面談（４月８日）
	スライド 11: 高市早苗内閣総理大臣の訪越（５月２日）
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22: ・重要鉱物分野における戦略
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27

